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1. はじめに 

 電子商取引は様々な業種の商品を取り扱って

おり，ほとんどの業種において年々市場が拡大

している[1]．電子商取引において，売り手は不

利な商品の情報を隠蔽しやすい問題が存在する

ため，商品の価値を正しく査定することは困難

である．そこで，評価システムが用いられてお

り，Amazon.co.jp[2]や Yahoo!オークション[3]

など多くの電子商取引サイトにより実装されて

いる．評価システムが存在することにより，売

り手の不正行為と商品の品質の低下を抑制する

効果が明らかにされている[4]．しかし，評価シ

ステムの評価は包括的な評価であるため，評価

自体が抽象化してしまうこと，また評価に基準

がないため，各買い手の主観に従った評価が与

えられるという問題点が存在する． 

 本稿では，上記した電子商取引と評価システ

ムにおける問題点を解決する多属性基準付き評

価を提案する．多属性基準付き評価は，売り手

が取引において重要な属性を評価項目として複 

数定め，各評価項目の評価の段階にそれぞれ属

性に基づいた明確な基準を設けた評価モデルで

ある．また，売り手の選択した評価項目数を新

たな評価指標として評価モデルに加えることで，

売り手の取引における不利な情報の秘匿性を減

少させ，評価情報の明瞭化を計る評価システム

を設計する． 

 

2. 非対称情報 

 取引者間において，もっている取引情報量に

差が存在することを非対称情報という．電子商

取引は主に売り手の与える情報に依存する．そ

のため，商品の価値を下げるような情報を売り

手が明かさない状況が起こりやすい．このよう

な状況では，非対称情報がある取引において，

良質な商品を選ぶはずが，結果的に悪い商品を

選択してしまうという逆選択が発生する可能性

が高い[5]．そのため，買い手にとって取引で不

利になる要因である非対称情報を削減するため

に，売り手にたくさんの取引情報を公開させる

ことは重要である． 

 

3. 評価モデル 

 本論文では，複数の評価属性と各属性に価値

基準を設けた多属性基準付き評価モデルを提案

する．評価属性とは，売り手が買い手にとって

重要だと判断する取引要素を評価項目としてい

くつか定めたものである．例として「配送の素

早さ」，「売り手の対応」や「商品の写真との

比較」などが挙げられる．このように買い手は，

様々な要素から評価された多面的な取引情報を

得ることができる．価値基準とは，各評価項目

において「良い」，「悪い」などの選択できる

複数の段階それぞれに明確な基準を定めたもの

である．例として評価項目「配送の素早さ」を

３段階評価にした場合，良い評価は「連絡後５

日以内に商品が届く」，普通の評価は「連絡後

10 日以内に商品が届く」また悪い評価は「連絡

後 11 日以上で商品が届く，または商品が届かな

い」が挙げられる．このように定められた価値

基準が目安となり，全ての買い手が共通の印象

をもって評価をすることが可能である． 

 本提案モデルは，売り手が選択した評価項目

により得られた評価値から総合評価を求める．

このとき，売り手が選択した評価項目数を情報

の公開数として，その売り手の総合評価に考慮

する．売り手がある評価属性を定めたならば，

その評価属性に則った取引情報を，事前に買い

手に提供しなければならない．そのため，多く

の評価項目を選択した売り手は，取引における

情報を数多く公開することになる．従って，売

り手が評価項目を多く採用したとき，評価シス

テムが高い総合評価を得るように設定すること
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で，売り手が高い評価を得るために多くの取引

情報を提供するインセンティブが働く．この評

価手法を用いることで，売り手が非対称情報の

削減を促進することができる． 

 

4 モデル 

4.1 定義 

 本節では，評価手法を表すために売り手の評

価のモデルを定義する．本評価手法では，過去

に得た全ての評価の平均をとる形式を用いる． 

 総合評価を

! 

l段階で表す． 

 売り手が評価モデルにおいて，選択できる

最大の評価項目数を

! 

nで表す． 

 売り手が選択した評価項目数を

! 

aで表す． 

 売り手が選択した各評価項目で過去に取引

を行った買い手から得られた全評価値の平

均の集合を
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 上記の定義を用いて，総合評価
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式（１）より，売り手は選択できる最大評価項

目数

! 

nに近い評価項目数を選択したとき，または

各評価項目において得た評価値の平均が高いと

きに，高い総合評価を得ることができる．最大

評価項目数

! 

nは高すぎると，高い総合評価を得る

ことが困難になるため，適度な値を設定する必

要がある．段階評価

! 

lの値を変えることにより，

任意の段階評価に設定することができる． 

 

4.2 例 

 実際に式（１）を用いて評価求める例を以下

に示す．売り手はある商品を販売する状況を想

定する．総合評価，全評価項目はそれぞれ５段

階評価であり，選択できる最大評価項目数を 10

とする．表１より，ある商品は潜在的に選択で

きる評価項目数が A から J の 10 個存在し，この
中から評価項目を選択する．各評価項目を公開

したときに得られる評価値の平均を示している．

下記に示す仮定のもとで，評価を求める． 

 

表１．商品の潜在的評価項目 

評価項目 A B C D E F G H I J 

得られる評価 5 5 4 4 3 3 2 2 1 1 

仮定１ 売り手は高い評価を得るために，潜在

的評価項目数よりも少ない項目数を公開する場

合，得られるべき評価値の平均が高い順から選

出される．例えば，評価項目を３つ選択する際

には，評価項目 Aと Bと Cか Dが選択される． 
仮定２ 商品の正しい総合評価値は潜在的評価

項目全ての評価の平均の３である． 

 

表２．各評価項目数における求めた評価値 
a 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

ave 5 5 4.7 4.5 4.2 4 3.7 3.5 3.2 3 

S 0.5 1 1.4 1.8 2.1 2.4 2.6 2.8 2.9 3 

 

 表２は各評価項目数において与えられた評価

項目の平均を求めた結果である．上段の a は売

り手が選択した評価項目数である．中段の ave

は売り手が選択した評価項目全ての平均を求め

たものである．下段の S は式（１）より求めた，

売り手が選択した評価項目全ての総合評価であ

る．表２から，ave で求めた評価は，評価項目数

が少ないほど高いため，逆選択が起こりやすい．

S で求めた場合は逆のことがいえるため，逆選択

の抑制されることが示された． 

 

5. まとめ 

 本論文では，電子商取引の評価システムにお

いて売り手が評価項目を選択し，各評価項目に

明確な基準を設けることにより，評価情報の明

瞭化を促進する評価モデルを提案した．また，

売り手の選択した評価項目数が多いほど，高い

総合評価を得ることができる評価手法を提案し

た．そのため，売り手は高評価を得ることを目

的として，多量の取引情報を買い手に公開しよ

うとするインセンティブ設計が実現できた．ま

た，総合評価の評価手法により逆選択が抑制さ

れることを示した． 

 

参考文献 

[1] 経済産業省商務情報政策局情報経済課，「電
子商取引レポート」(2010) 

[2] http://www.amazon.co.jp/ (2011/1 アクセス) 
[3] http://auctions.yahoo.co.jp/(2011/1 アクセス) 
[4] 臼井幸弘, 高橋寛幸, 吉開範章，”ネットオー

クションにおける評価システムの効果に関

する考察”，日本社会情報学会 第 18 回全国

大会予稿集，pp.63-68,2003 
[5] 西村和雄，「ミクロ経済学 第２版」(2001) 

Copyright     2011 Information Processing Society of Japan.
All Rights Reserved.2-498

情報処理学会第73回全国大会


